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1.研究開始当初の背景
a)施策実施による効果について、数値評価
の重要性が増大してきた

これまで、政府及び地方自治体が行う政策
に対する評価は、施策を活用した者の数や、
予算の執行金額など、主にその外形的な側面
から行われてきた。そのため、施策が立案さ
れたときの本来の目的が、どの.程度達成され
たのかについて、あまり関心は払われてこな
か0た。しかし近年、税制改革や税の活用に
対する消費者意識の高まりを背景に、施策を
実施することによって得られる効果の事前
評価を行い、その結果を施策に反映させる動
きが見られてきた。

(2)意欲あふれる中小企業に対する効果的な
施策が待たれている
1990年代後半はベンチャー企業の創出支
援に見られる新産業の創出に対して多くの
施策が立案され、実施されてきた。99年には
中小企業基本法が改正され、これまでのよう
に護送船団方式で中小企業の支援を行うの
ではなく、既存中小企業のなかから厳しい経
営環境を乗り越え、新たな境地を切り開こう
と積極果敢に経営革新を行う意欲的な企業
を施策の対象上する新たな法律(中小企業経
営革新支援法)が制定・力衝テされることとな
つた。

同法の施行後、約7年を経過した現在、同
法により経営革新の事業計画の認定を受け
た中小企業の数は、全国で延ベ 23,758 社
(20船年7月末現在)にも達成している。とこ
ろが、これら企業のうち付加価値を向上させ
ることのできない企業が 70%強も存在して
いる(2005年3月経済産業省調ベ)ことか
ら、真の意味で効果的な施策上はなって船ら
ず、より効果的な施策が求められている。

2.研究の目的

本研究は、近年注目を集めている企業のイ
ノベーション活動の実態を把握し、効果的に

イノベーションを創出するための方策、すな
わちイノベーション・システム構築に向けた
理論的・実証的研究である。
その主たる目的は、①中小企業の経営革新
に関するデータを時系列に整備することに
より、イノベーション創出に寄与している要
因を解明し、中小企業を対尿に実施されてい
る施策の課題を検討する、②経営革新に取り
組むことで初欺の目標を達成し高成果を獲
得している企業と、期待した成果を手にでき
ていない企業を比較検討し、その差異を生み
出す要因を解明することにある。

3.研究の方法

本研究では、研究全体の流れを理論編と実
証編に分け、実証編では、総論・データ分析・
ヒアリング調査という3つの方法からアプ

ローチを行った。

また、イノベーションは経営革新の成果と
して考えるとともに、経営革新を「これまで
の経営活動により蓄積された技術・ノウハ
・アイデア等を活用し、新しい事業活動を
模索・実施する活動」という広義で捉えた。
①【理論編】
イノベーション創出に関する理論的文献
をレビューし、経営資源の脆弱な中小企業
がイノベーションを効果的に生起させる
ことができる要因について検討を行った。

(2)【実証編・総論】
Sh岫Pot紅が指摘した5つの新結合、すな
わちイノベーションが創出されるために求
められる企業サイドの要因について、 Joe
Tidd, Kei加 P卯itt & John B舶Sant(2004)
を中心に検言寸した。
(3)【実証編・データ分析】
中小企業新事業活動促進法佃;中小企業
経営革新支援法)の認定を受けた企業を調査
対象としたアンケート調査を実施し、イノベ

ーション創1出に関する企業データの収集を
行った。また、調査は1度限りの限定した
アンケート調査に終わることなく、特定の企
業に対して調査を継続的に実施することで、
企業の取組内容とイノベーシ"ン創出との
因果関係を解明することにした。
(4)【実証編・ヒアリング調査】
継続的にイノベーションに取り組み成果
を上げている企業を抽出し、そのプロセスや
メカニズムを明らかにする目的で実施した。

(3)中小企業の経営に関する時系列データが
整備されていない

どのような施策が効果的であるのかを解
明するには、既存の統計データでは不可能で
あることから、施策利用者に対するアンケー
ト調査を行い、その糸口を見つけることが・ー
つの方策となる。しかし単発的なアンケート
調査は一時点での状況を捉えることはでき
るが、それが本来の企業の姿や活動を表わし
ていないことがある。そのため、同一企業に
対して時系列でデータを捕捉していく必要
があるが、現在の統計ではパネルデータが整
備されておらず、こうした分析も実施されて
いなV、



4.研究成果
ではまず前述した研究目的に基づき、

^、.

、^、^

学術誌に公表された研究成果を中心に紹介
し、効果的な中小企業のイノベーション創出
について、イノベーション・システム構築の
観点から探求する。
(D 業歴の長い中小企業で、経営革新に着手
しイノベーション創出を目指す企業が多く
見られる。
我が国では中小企業のイノベーションに
ついての研究が浅薄であり、その実態さえ十
分に把握されていない現状であった。今回の
研究は、中小企業のイノベーション活動の実
態についてはじめて全国規模で開査したも
のとして位置づけることができる。その結果、
我が国では業歴の長い企業がイノベーショ
ンの創出に取組んでいる割合が高く、米国の
ように新しい企業が積極果敢に新事業開発
やイノベーションに取り組むのとは対照的

である。この点を踏まえ、中小企業のイノベ
ーションを促進させるには、業歴の長い企業
が積極的に挑戦しやすい環境や施策を用意
する'、要がある。

100.偶

(3)クラスター(産業集積)内に立地してい
ると認識する企業では、プロダクト・イノベ
ーションには優位である。
M.ポーターは、厳しい競争を生き残ってい
くには、クラスターが有する機能を戦略的に
活用することの必要性を唱え、我が国でもク
ラスター政策が展開されてきた。その際、ク
ラスターとは、特定の地域に特定の産業が集
積し、相互に機能連携を図っていることを指
しており、一般的にクラスターの内部に立地
する企業は市場情報や新技術情級、顧客の開

拓などで有利に事業活動を行えると考えら
れている。しかし、我が国のように行政が定
めた集積区域を 1つのクラスターとして捉
え分析すると、集積内に立地していることが
必ずしも経営に有効に機能しない。むしろ、
企業経営者がそうした集積地に立地し、情報
や顧客等ヘのアクセスが容易と感じている
か、否かが成果を決めているという結論を得
た。具体的には、下記に示すような分析を行
つている。

我々は、集積内に「立地している」、ある
いは「立地していない」という経営者の認知
により2つのグループに分類し、集積内外の
企業闇で経営者の特徴、従業員の特徴と企業
の能力が中小企業のプロダクト・イノベーシ
ヨンとプロセス・イノベーションにどのよう

な影響を及ぽすかについて共分散構造分析
を用いて解析を行った。その結果、両者には
差異があり、'以下の2点が判明した。
①集積内に立地する企業の方がプロダク
ト・イノベーションには有利である。
②集禎内の企業では、経営者のチャレンジ
志向が製品力の向上に貢献しており、結果的
にプロダクト・イノベーションを高めている。
乞れは集積内では、新規事業やプロジェク
トを行うパートナーが存在しており、従業員
の協力に加えて、経営者がこれらと協働する
ことでプロダクト・イノベーションを起こし
ていると考察できるからである。
さらに、産業クラスターの楴成要素である
大学と産業クラスターのメリットである資
金支援の受けやすさが産業クラスター内の
中小企業のプ立ダクト・イノベーションにプ
ラスに影響していることも共分散構造分析
から耐鮪忍できた。

M.ポーターは、集積内での企業間の競争と
協調により、個々の企業のレベルアップが図
られ、他にない競争優イ女性を持つことの重要
性を指滴したが、本分析結果は、集積内に立
地しない企業であっても、白らが集積内に立
地しているとの認識で行動することにより、

同質の成果力新昇られること明らかにしたも
のである。
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(2)プロジェクトの中核メンバーの職歴や
能力がイノベーションの成果を決定づける。

シュンペーターが提起した5つの新結合
がどのような状況により生起しているかを
分析すると、「新しい財貨の生産」及び「新
しい生産方式の導入」については、中小企業
の場合、共通する重要な要因が発見された。
つまり、プロジェクトの中核メンバーが企画
開発や製造の経験を有していること、また市
場分析に優れた能力を発揮できることであ

る。人的資源の制約のある中小企業にあうて
は、プロジェクトリーダーを人選司、る際、こ
れらの要素を兼ね備えている者を選任でき
れぱイノベーションの生起確率が高まると
考えられる。ただし、人選によりイノベーシ
ヨンが保証されるものでなく、またプロジェ

クト遂打に対する経営者の理解と協力が得
られなけれぱ実現できるものでないことは
いうまでもない。
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企業はヒト・モノ・カネといった経営資源
を有しており、その有機的な活用により組織
目的を達成する。近年、その活動を強化する
ものとして、 1CT が注目を浴びている。しか

し企業では、多額の ICT投資を行ったものの、
それを有効に活用できていない企業が少な
くない。つまり、 1CT を使いこなすには、組
織として一定の能力を有している必要があ
リ、それをなくして ICT を活用することはで
きない。 1CT を活用することにより、①顧客
や取引先との間でのビジネスニーズの認識
と理解の促進、②他の取引先や顧客とのコラ
ボレーション促進、③コーディネート機能、

④市場りスク回避、等が期待でき、我々は、
うした ICT を活用する能力を ICTケイパビ

、一

、^

リティと瑠付けた。そして、この ICT ケイパ
ビリティがイノベーションの創出に及ぼす
影響について解折を行った。
その結果、 1CT ケイパビリティは、①中小
企業の経営成果を向上させるとともに、ステ
ークホルダーとの結びつきをより強化にす
る役割を果たしている。また、②ICT ケイパ
ビリティは、プロセス・イノベーションを促
進させる役割を果たし高成果をもたらすど
とが判明した。
組織能力が ICT ケイパビリティを規定し、
その ICTがプロセス・イノベーションに影響
を及ぼしているとの仮説に基づく解析は見
られず、この分野における新たな発見である
と考えられる。
このように、本研究のインプリケーション
として、中小企業において効果的にイノベー
ションを創出する方策が見えてきた点にあ
リ、理論と実践的活用を兼ね備えたイノベー
ション・システムの構築が可能であると考え
る。
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